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平成 30年３月 28日 

各 位 

会 社 名 株式会社トライアンフコーポレーション 

代表者名  代表取締役 小澤 勝 

（コード番号 3651  TOKYO PRO Market） 

問合せ先  経営管理部 部長 末次 達也 

（TEL 03-5332-6751） 

 

当社子会社による事業譲受けに関するお知らせ 
 

 当社子会社である株式会社アドバンス（以下「アドバンス社」といいます。）は、本日開催の

株主総会において、株式会社ナックス（以下「ナックス社」といいます。）及び株式会社ベルツ

コーポレーション（以下ベルツコーポレーション社）といいます。）が運営するアパレルブラン

ド「Ｍｏｇｉｌａ」の企画・販売を行う事業（以下「対象事業」といいます。）を事業譲渡によ

り取得することを決議しましたので、お知らせいたします。 

 なお、当該案件は、有価証券上場規程施行規則第401条第２号に規定する軽微基準に該当しておりま

すが、有用な情報と判断し任意開示を行うものです。 

 

１．事業譲受けの理由 

当社グループは、純粋持株会社である当社を中心に偉業を志す企業集団（United Enterprises of 

Triumph）を編成し、経営管理の効率化による内部成長の促進と、Ｍ＆Ａによる外部成長の加速に

よって企業価値を高めることを経営戦略としています。これは、中小企業が単独で競争力を維持

することが難しい環境において、複数の中小企業が提携して経営の合理化を図ることで、企業集

団として競争力を高めることができると考えているためです。 

対象事業は 20 代から 40 代の女性をターゲットとした服飾雑貨の企画し、自社ＥＣサイトで販

売を行っています。アドバンス社は対象事業の取得により、２つ目のレディース向けのブランド

を得て、ＥＣサイトでの販売チャンネルを獲得することができるため、その取得を決定しました。 

アドバンス社は、対象事業の取得後も投資を継続して内部成長を図る方針であり、当社

グループの流通販売事業の売上規模を中長期的に拡大させる方針です。 

 

２．譲受事業の概要 

（１）譲受事業の内容 

対象事業のブランドである「Ｍｏｇｉｌａ」とは、Ｍｏｔｈｒｅ・Ｇｉｒｌ・Ｌａｄｙの頭文字

をとった造語であり、20 代から 40 代の女性をターゲットとした服飾雑貨を企画・販売する事業で

す。現在は、自社ＥＣサイト「Ｍｏｇｉｌａ．ｊｐ」によって販売を行っています。 

 

（２）譲受事業の資産、負債の項目及び金額（平成 30年３月 28日現在） 

 取得対象事業の資産及び負債の詳細につきましては、相手先との取り決めにより、開示を控えさ

せていただきます。 
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（３）譲受け価額及び決済方法  

 譲受け価格は、事業譲渡実行日である平成 30年３月 31日の資産状況に応じて決定します。また、

決済金額は現金により、平成 30年４月３日をめどに支払を完了します。 

 なお、譲受け価格は約 300万円になる見込みです。 

 

３．相手先の概要 

（１） 名 称 株式会社ナックス 

（２） 所 在 地 大阪府泉大津市春日町４番地 10 号 

（３） 代表者の役職・氏名 中村 雄一 

（４） 事 業 内 容 服飾の企画、製造及び販売 

（５） 資 本 金 150,000,000円 

（６） 設 立 年 月 日 昭和50年９月１日 

（７） 大株主及び持株比率 非公開 

（８） 
当 社 と 当 該 会 社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 
該当事項はありません。 

 

（１） 名 称 株式会社ベルツコーポレーション 

（２） 所 在 地 大阪府泉大津市春日町４番地 10 号 

（３） 代表者の役職・氏名 中村 房雄 

（４） 事 業 内 容 服飾雑貨の販売 

（５） 資 本 金 10,000,000円 

（６） 設 立 年 月 日 平成17年７月１日 

（７） 大株主及び持株比率 非公開 

（８） 
当 社 と 当 該 会 社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 
該当事項はありません。 

 

４．日程 

（１） 株 主 総 会 決 議 平成30年３月28日 

（２） 契 約 締 結 日 平成30年３月29日（予定） 

（３） 事 業 譲 渡 期 日 平成30年４月１日（予定） 

 

５．会計処理の概要 

 対象事業の譲受けに係るのれんは発生しない見込みです。 

 

６．今後の見通し 

 本件が当社連結業績に直接与える影響は、軽微であると見込んでいます。 

 

以上 


